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JLIA→全木連

合法性等の証明された木材･木材製品の取扱実績報告
社団法人全国木材組合連合会 作成日： 平成22年(2010年)6月14日
常務理事　藤　原　敬　様

認定団体名：   日本木材輸入協会

認定団体識別記号：　輸入協 -
担当者名：   専務理事　大橋 泰啓

TEL：   03-3630-7431
FAX：   03-3630-7433
Eメールアドレス：   aau35180@par.odn.ne.jp

(輸入)入荷量 (販売)出荷量 (輸入)入荷量 (販売)出荷量

m3 m3 m3 m3 主 副

(A)  (B) (C)

2,395,892 2,395,892 789,889 605,096 8 ( 10 )

木材加工 チップ

製材

合板

集成材

木質ボード類

木材流通 製材 2,346,221 2,346,221 45,499 3,606 19 ( 13 )

合板・ボード類 2,285,073 2,285,073 1,861,596 164,875 11 ( 12 )

集成材 480,678 480,678 14,087 1,752 1 ( 19 )

その他

合 計 7,507,864 7,507,864 2,711,071 775,329 39 ( 54 )

平成22年3月末日現在

団体会員数 54 36

認定事業者数 36 認定事業者数（会員外） 0

認定事業者数（会員）

合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告
       期間（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日 ） 

木材・木材製品の取扱量
（総数）

うち合法性等の証明されたもの
認定事業者数

業　　種

素材生産

素材流通

2009年4月～2010年3月
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販売量

内、証明書
取得 (B)

内、証明書
発行 (C)

丸　太 400 399 99.6%  317 79.6%  79.2%  
製　材 70 32 46.4%  1 4.1%  1.9%  
丸　太 1,142 348 30.4%  262 75.4%  23.0%  
製　材 713 6 0.9%  0 4.3%  0.0%  
製　材 883 5 0.5%  2 40.2%  0.2%  

構造用集成材 275 4 1.3%  0 10.1%  0.1%  
丸　太 462 24 5.2%  22 90.1%  4.7%  
製　材 483 0 0.0%  0 0.0%  0.0%  
丸　太 383 15 4.0%  0 0.0%  0.0%  
製　材 61 0 0.1%  0 0.0%  0.0%  
製　材 53 0 0.0%  0 0.0%  0.0%  

構造用集成材 2 0 2.6%  0 0.0%  0.0%  
製　材 83 2 2.5%  0 4.7%  0.1%  

構造用集成材 32 2 5.8%  1 75.1%  4.4%  
  合　板 2,052 1,846 90.0%  165 8.9%  8.0%  

  繊維板、パーティクルボード 233 15 6.5%  0 0.0%  0.0%  

  米　材

  南洋材

(B)/(A) (C)/(B) (C)/(A)

  中国材

  チリ材

  ニュージー材

  ロシア材

輸入量

(A)

  欧州材

主な輸入材の合法性証明材比率

2009年4月～2010年3月

（単位： 千ｍ３）

（日本木材輸入協会会員分のみ）
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販売量

内、証明書
取得 (B)

内、証明書
発行 (C)

丸　太 400 399 99.6%  317 79.6%  79.2%  
製　材 70 32 46.4%  1 4.1%  1.9%  
丸　太 1,142 348 30.4%  262 75.4%  23.0%  
製　材 713 6 0.9%  0 4.3%  0.0%  
製　材 883 5 0.5%  2 40.2%  0.2%  

構造用集成材 275 4 1.3%  0 10.1%  0.1%  
丸　太 462 24 5.2%  22 90.1%  4.7%  
製　材 483 0 0.0%  0 0.0%  0.0%  
丸　太 383 15 4.0%  0 0.0%  0.0%  
製　材 61 0 0.1%  0 0.0%  0.0%  
製　材 53 0 0.0%  0 0.0%  0.0%  

構造用集成材 2 0 2.6%  0 0.0%  0.0%  
製　材 83 2 2.5%  0 4.7%  0.1%  

構造用集成材 32 2 5.8%  1 75.1%  4.4%  
  合　板 2,052 1,846 90.0%  165 8.9%  8.0%  

  繊維板、パーティクルボード 233 15 6.5%  0 0.0%  0.0%  

  米　材

  南洋材

(B)/(A) (C)/(B) (C)/(A)

  中国材

  チリ材

  ニュージー材

  ロシア材

輸入量

(A)

  欧州材

主な輸入材の合法性証明材比率

2009年4月～2010年3月

（単位： 千ｍ３）

（日本木材輸入協会会員分のみ）
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針葉樹製材品の証明比率

 が低い理由は日本側が証

 明を要求しないため。

米材・欧州材の中には森

 林認証・CoC 認証に

 よって合法性を証明でき

 るものが多い



主な輸入材の合法性証明材比率

2009年4月～2010年3月
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輸入
(B)/(A)

販売
(C)/(B)

販売
(C)/(A)

輸入
(B)/(A)

販売
(C)/(B)

販売
(C)/(A)

丸　太 99.6% 77.7% 77.4% 99.6% 79.6% 79.2%
製　材 65.7% 2.8% 1.9% 46.5% 4.1% 1.9%
丸　太 2.8% 63.5% 1.8% 30.4% 75.4% 23.0%
製　材 0.8% 0.1% 0.0% 0.9% 4.3% 0.0%
製　材 0.3% 99.0% 0.3% 0.5% 40.2% 0.2%

構造用集成材 1.2% 8.5% 0.1% 1.3% 10.1% 0.1%
丸　太 5.7% 95.5% 5.4% 5.2% 90.1% 4.7%
製　材 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
丸　太 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0%
製　材 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%
製　材 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

構造用集成材 1.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0%
製　材 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 4.7% 0.1%

構造用集成材 4.8% 71.0% 3.4% 5.8% 75.1% 4.4%
  合　板 88.2% 16.2% 14.3% 90.0% 8.9% 8.0%

  繊維板、パーティクルボード 6.1% 0.0% 0.0% 6.5% 0.0% 0.0%
31.4% 31.4% 9.9% 36.1% 28.6% 10.3%

  南洋材

2010年度2009年度

  欧州材

  米　材

  中国材

  チリ材

  ニュージー材

  ロシア材

2009年度 2010年度
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（参 考）

合法木材供給全般についての意見

シッパーから合法性証明書類を取得することを前提としているが、

 販売先には合法性証明材の供給要請があった場合に証明書を発行

 している。但し、証明書発行要請が少ないのが現状。

合板以外の製材等については販売先から合法性証明材のニーズが

 少ない。森林認証・CoC認証を取得しているシッパー側にCoC認
 証材を供給する姿勢が見られず、日本側も積極的に証明書を要求す

 る状況にもない。

販売先には要請があった場合にのみ合法性証明書を発行しているが、

 現在要請があるのは１社からのみ。一方、森林認証・CoC認証を取得
 済みのシッパーであっても実際に認証材を供給するケースはまれで、

合法性証明木材の供給が少ない原因となっている。

(a)

(b)

(c)

「合法木材供給事業者調査」 と
 
「認定期限更新審査」

２０１０年に入り、販売先から合法性証明書を求める声が増えてきた。
政府調達というよりも、民間ベースで

 
合法木材・認証材（いわゆる

 「エコ」を含む）の購買に舵を切り始めた事が背景にあると思われる。

JLIA

09年1月～9月調査
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合法木材供給事業者 「モニタリング調査」

合法木材供給全般についての意見 (1)

(a)

(b)

(c)

(d)

販売先がシッパーの証明書も過剰に要求するケースが増加傾向 （住宅

 メーカー等エンドユーザーからの要請と思われる→建材メーカー等経由）。

合法性証明書の発行依頼が増加傾向にあり、合法木材が浸透しつつある

 と感じる。特に合法木材を原材料とするメーカーからのニーズが高まっ

 ている。逆に流通筋のマインドはそれほど高くない・・・よってこの部分

 で合法木材流通の重要性をアピールする活動が必要。

販売先のうち、メーカーは合法木材調達のマインドが高いが、流通問屋は

 比較的低い。合板用に米材丸太のニーズが高まっており、米材丸太の合

 法性証明要求が益々高まる見込み。

証明書発行には手間が掛かるが、近い将来に合法木材を販売する方向

 で取り組んでいる。但し、販売先のニーズに沿って、複数ロットを選別・

 再仕分けするケースが多く、輸入材はすべて合法木材を調達する方針。

(e) 海外のシッパーに対して森林認証・CoC認証の取得促進を期待したい。

2010年 2月調査



合法木材供給事業者 「モニタリング調査」

合法木材供給全般についての意見 (2)

(f)

(g)

(h)

(i)

販売完了後に証明書を要求されることがあり、結果的に後からの証明と

 なるケースが散見される。対応は不可能ではないが、販売完了後に改め

 て書類管理・トレースし証明書を発行することは業務が煩雑。

団体認定制度による証明の連鎖がよく理解されていない。合法性証明

 書に加えて、海外シッパーの証明書・船積書類等を過剰に要求される

 ケースもあり困惑。

森林認証・CoC認証材は合法木材であり、納品書等に認証材である旨
 記載すれば十分にも拘らず、余分に合法性証明書、シッパーの証明書も

求められるケースもある。

証明書が不適切に運用されることによるリスクを避けるため、自主的

 積極的発行は控える。販売先が分別管理・書類管理等の認定制度を理解

 していることを確認するためにも、証明書発行依頼書があった場合にのみ

 発行する。認定団体・認定事業者の取組みが信頼されることが肝要。

川下からのニーズの高まり、団体認定制度による証明の連鎖を
 自ら理解すること、その取組が海外の信頼を得ることが重要

JLIA 6

2010年 2月調査
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森林認証及びCoC認証を活用した証明方法参考1

関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法参考2

個別企業等の独自の取り組みによる証明方法参考3

7

・欧州材

 
（

 
FSC & PEFC ）

・米

 
材

 
（

 
FSC、米国：SFI、カナダ：SFI & CSA、南米：

 
FSC ）

・南洋材

 
（

 
FSC、マレーシア：MTCC、インドネシア：LEI ）

・大洋州

 
（

 
オーストラリア：FSC & PEFC、ニュージーランド：FSC ）

・アフリカ材

 
（

 
FSC ）

・国産材

 
（日本：

 
SGEC & FSC ）

海外認定団体：

・(ロシア) 極東木材輸出協会（
 

DEL, ダーリエクスポートレス
 
）

・(カナダ) ケベック木材製品輸出振興会（
 

QWEB ）
・(アメリカ) アメリカ広葉樹輸出協会（

 
AHEC ）

合法性等の証明のためのガイドライン（林野庁）
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輸出許可関係書類による証明方法（伐採の合法性まで担保）参考4

(1) インドネシア：

 

（木材製品）

・

 

Copy of “SURAT PENGESAHAN (ENDORSEMENT) OF BADAN REVITALISASI INDUSTRI 
KEHUTANAN” ・・・

 

「BRIK（林産業再活性化協議会）による証明書」のコピー

(2) マレーシア：

 

（丸太及び木材製品）

・

 

Copy of the approved “DECLARATION OF GOODS TO BE EXPORTED
(Customs No.2 Rev. 8/89)” ・・・

 

林野当局が裏書許可した「輸出申告（許可）書」のコピー

(3) Ｐ.Ｎ.Ｇ.：

 

（丸太）

・

 

Copy of “SGS CERTIFICATE (Log Inspection Report)” ・・・

 

SGSによる「丸太検品報告書」のコピー

(4) ソロモン：

 

（丸太）

・

 

Copy of “CERTIFICATE OF ORIGIN” ・・・

 

林業省が直接発行した「原産地証明書」のコピー

(5) カナダ：

 

（丸太）

・

 

Copy of “Export Permit (Foreign Affairs and International Trade Canada)”
・・・

 

カナダ連邦政府（及びブリティッシュコロンビア州政府）発行の「輸出許可書」のコピー

8

合法性等の証明のためのガイドライン（林野庁）



Forest Licence

Cutting Permit

Timber Mark Query

Application for 
Export Permit

Export Permit

JLIA 9

（例）
 
「カナダ丸太」

 
の合法性確認



Forest Licence

Cutting Permit

Timber Mark Query

Application for 
Export Permit

Export Permit

JLIA 9

JLIA会員が独自
 にカナダ丸太の

 輸出の流れ（手

 続き・書類）を

 調査し、伐採か

 ら輸出に至る

 CoCを確認

（例）
 
「カナダ丸太」

 
の合法性確認



JLIA

（１）
 
森林認証及びCoC認証を活用した証明方法

10

【
 
BC州副大臣書簡 】
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（１）
 
森林認証及びCoC認証を活用した証明方法

10

【
 
BC州副大臣書簡 】

森林/CoC認証の取得率
世界のトップレベル

CoC認証をもって、合法性・
持続可能性の証明可能

インボイス等にCoC認証材で
ある旨明記されることが必要



（１）
 
森林認証及びCoC認証を活用した証明方法

JLIA

（例1）

In accordance with the PEFC (Pan European Forest Certification) scheme, and the Mill Chain 
of Custody registration number PEFC/02-31-69 SMS 1003-1 SFSLR2582-03    91% or more of 
the wood goods originate and harvested from PEFC certified forest. 12 months rolling average. 

（例1）

イ
ン
ボ
イ
ス
（出
荷
伝
票
）

合
法
性
証
明
書

11

【 COC認証 】



（例3）

（１）
 
森林認証及びCoC認証を活用した証明方法

JLIA

Certified SFI 100.00%

12

イ
ン
ボ
イ
ス
（出
荷
伝
票
）

（例2）

（例2）

合
法
性
証
明
書

【 COC認証 】



イ
ン
ボ
イ
ス
（出
荷
伝
票
）

（１）
 
森林認証及びCoC認証を活用した証明方法

13JLIA

（例3）

LOT 04FSC 2225 PCS    RADIATA PINE LOGS J GRADE 3.9M

FSC CERTIFICATE NUMBER SW-COC-00195■
“FSC PURE”

（例3）

合
法
性
証
明
書

【 COC認証 】
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Policy for Activation of Forestry and Wood Industry

14

Forestry Agency
“Forestry - Wood Industry 

Re-Activation Plan”
Wood Self Sufficiency Rate 

Target 50% or more
by the year 2020

森林・林業再生プラン



Promoting the Use of WOOD for the Public Buildings

15JLIA

The bill has passed 
unanimously in the Diet,                                        
and will be promulgated                 

within this year 

07 Jan. 201010 Mar. 2010

The government will notify that the Wood Products
to be used for public buildings shall require 

CoC Certification or Legality Verification.

国内で生産された木材

その他木材

WOOD means
Domestic-Wood 

and Others



No.3 Category: (to be eliminated)
Legality not confirmed.           

Panasonic Denko aims 100% of             
eco- friendly materials for wooden floor 

within the year 2011,
which is now abt. 30% only.                                 

JLIA

Japanese Market shifting to ECO-Products

16

日本の建材・住宅業界は、急速に[エコ]･[グリーン]調達

(森林認証材や植林木など？)志向を強めている。但し、

その基準や取組は企業によって異なり一定ではない

※留意点※
[持続可能性]の定義について国内外で異なる見解が

 ある通り、[エコ](和製英語？)についても各社の

 見解・取組は多様（海外向け説明は容易ではない）
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Japanese Hardwood Plywood Maker shifting to ECO-Friendly Products

売れるものに特化：

南洋材丸太のみならず、植林木、森林認証丸太も調達

の対象とし、顧客ニーズの変化・多様化に対応する一例。

[エコ]の追求には“エコノミー”

の要素も無視できない
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Japanese Trading Houses acquiring CoC certificate

Japan Kenzai
Mitsui’s Sawmill
Project in Russia

JLIA会員は、国内及び海外事業において、
 FSC や

 
PEFC の

 
CoC認証を積極的に取得している
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Mitsui becomes a 
major supplier of 

FSC certified
domestic logs.

Japanese Trading House Supplying CoC Certified Timber

Hanwa exports 
FSC certified
“Sugi” logs to 

Indonesia.

FSC CoC認証を取得した企業間で認証材の取引を拡大、
日本の森林でもFSC認証を取得しFSC CoC認証国産材供給、
FSC認証国産材を海外のCoC認証取得企業へ輸出する動きも



22 Jul. 2010

Wood One acquired 
FSC-CoC Certificates 
for all the associated 
companies (local and 

overseas).

Japanese Trading House Supplying CoC Certified Timber

JLIA 20

ケベック州政府が本格的に森林認証

 材の普及へ。団体認定制度を設けて

 いるQWEBが、今度は政府委託に
 よりCoC認証取得を支援

JLIAは積極的に合法性
 証明材・認証材を輸入・

 供給することを再確認。

 海外の業界団体に日本の

 取組みを説明し合法木材の

 供給を要請



過去４年間の違法伐採対策にもかかわ

 らず、合法木材の普及がはかどっていな

 いが、公共建築物木材利用促進法など

 政府は合法木材、認証材の調達を推進

 している。

合法木材・認証材の供給を要請するJLIAレター（海外団体宛）

JLIA 21



合法木材・認証材の供給を要請するJLIAレター（海外団体宛）

JLIA 21

政府調達のみならず、民間でも

 合法木材、特に認証材へのニー

 ズが益々高まっている。

国産材・輸入材を問わず、ユー

 ザーに安心できる木材を提供す

 るためにも、合法木材・認証材

 の供給を要望。



 　

FSC PEFC
41 21 22  (社)

全国輸入比  (m3 base)

丸　太 97% 84% 63%  マレーシア、ソロモン、PNG

製　材 35% 70% 64%  インドネシア、マレーシア

丸　太 47% 97% 52%  米国、カナダ

製　材 32% 81% 76%  カナダ、米国

製　材 83% 96%  スウェーデン、フィンランド、オーストリア

構造用集成材 96% 98%  フィンランド、オーストリア、ルーマニア

丸　太 76% 91% 64%
製　材 82% 73% 73%
丸　太 74% 99% 57%
製　材 69% 100% 30%
製　材 99% 95%

構造用集成材 100% 100%
製　材 92% 94%

構造用集成材 42% 95%
  合　板 73% 86% 92%  マレーシア、インドネシア、中国

  繊維板、パーティクルボード 30% 93% 90%  ニュージーランド、マレーシア、カナダ

(ave. 88%) (ave. 78%)

  ロシア材

輸入実績の
ある会員

  欧州材

  米　材

  南洋材

JLIA 会員

  中国材

  チリ材

  ニュージー材

37%

35%  チリ

 中国

CoC 認証取得 会員

58%

CoC 認証材供給可能量

 ニュージーランド

 ロシア

2010年7月現在
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JLIA会員によるCoC認証取得状況

FSCやPEFC森
 林認証～COC 

認証材は

 
②団

 体認定方式でも

 合法木材として

 販売できるが、

JLIA会員の多
 くは

 
①FSCや

 PEFCのCoC認
 証材として輸入

 販売できる体制

 を作りつつある



森林認証及びCoC認証を活用した証明方法のイメージ図

原木市場 製材工場 二次加工業 流通業者(問屋) 納入業者

CoC認証を個別に取得

調達者等森林所有者等

森林認証
を取得

森林認証取得の
証明

各市場の
CoC認証
取得の証明

各製材工場
のCoC認証
取得の証明

各加工工場
のCoC認証
取得の証明

各流通業者
のCoC認証
取得の証明

認証材製品で
あることを明示
して納品

・合法性・持続可能性
の証明

（国内・国外共に）

・認証材と非認証
材を分別管理

・認証材と非認証
材を分別管理

・認証材製品と
非認証材製品
を分別管理

・認証材製品と
非認証材製品
を分別管理

参考１
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合法性等の証明のためのガイドライン（林野庁）

合法性及び

持続可能性

① 合法性・持続可能性＋②分別管理

関係団体の認定を得て事業者が行う証明方法のイメージ図

原木市場 製材工場 二次加工業 流通業者(問屋) 納入業者 調達者等

・合法性・持続
可能性が証明
された原木を
分別管理して
販売

証明書
の作成

証明書
の作成

証明書
の作成

証明書

証明書
の作成

証明書
の作成

  提出   提出   提出  提出   提出

・合法性・持続
可能性が証明
された製品を
分別管理して
販売

・合法性・持続
可能性が証明
された原木を
分別管理して
加工

・合法性・持続
可能性が証明
された製品を
分別管理して
加工

・合法性・持続
可能性が証明
された製品で
あることを明示
して納品

森林所有者等

参考２

ⅰ　合法性

・伐採に当って原木の生産される国又は
地域における森林に関する法令に照らし
手続きが適切になされたものであること

・持続可能な森林経営が営まれている森
林から産出されたものであること

ⅱ　持続可能性

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

業界団体認定
（分別管理認定）

証明書の作成

  提出

業界団体認定
（合法性・持続可能性

を認定）

又は

合法性

① 合法性(+持続可能性)＋②分別管理
合法性及び

持続可能性

提出 提出 提出



海外から信頼される “団体認定制度による合法性証明” へ

・前提条件（必須）：

・森林認証・CoC認証による証明と
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②
 
分別管理は明確に実践・管理（管理責任者･管理簿･団体調査）

①
 
合法性・持続可能性は書類で確認（合法性証明書など）

①
 
森林認証・CoC認証は第三者の認証機関による調査と監査
を経て国際的評価を得ており、団体認定方式も相応の信頼性

を得るよう努めることが大切

②
 
林野庁ガイドライン、ハンドブック及び研修の内容を誠実に

理解して実践し、事業者自ら第三者の観点から取組み結果、

分別管理の把握、確認することが肝要

③
 
合法性証明材及びCoC認証材のいずれを仕入・販売すると
しても常に証明の連鎖を念頭に置き、疑問・懸念を放置せず

自信をもって説明できることが、信頼性向上に繋がる
以上

団体認定方式の合法性証明
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